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平成２７年１１月 

山口県 
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３．計画に基づき実施する事業 

 

(1) 事業の内容等 
事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【No.１】医療機能分化連携推進事業 【総事業費】 

725,489 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 ・回復期病床数：増加させる 

・小児救急医療拠点病院数：4 箇所（H27 年度） → 維持する 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

事業の内容  本県で不足している回復期病床への転換や、回復期病床の機能強化を

図るための施設・設備整備に対する助成を行う。 

 小児医療に係る機能分化・連携を推進するため、小児救急患者の受入

れを担う医療機関の体制整備に対して助成を行う。 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

725,489(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 126,452(千円) 

基金 国（Ａ） 282,329(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

141,165(千円) 

 

民 155,877(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 423,494(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 301,995(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 290,160 千円 

平成２８年度基金所要見込額  66,667 千円 

平成２９年度基金所要見込額  66,667 千円 

  



24 

 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【No.２】地域医療連携情報システム活用構想策定支援事

業 

【総事業費】 

18,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（郡市医師会委託） 

事業の目標 ・地域医療連携情報システム活用構想策定地域：０カ所→３カ所 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 医療と介護を必要とする状態になっても、在宅で適切な医療が受けら

れるよう地元の医師会が既存の地域医療連携情報システムを活用、ある

いは新たな整備を前提に地域の介護関係者等と協同して行う医療・介護

の連携強化につながるシステム活用構想の策定を支援する。 

【実施内容】 

・地域協議会の設置 

・有識者等の活用 

・医療・介護連携に関するシステムの活用方策の調査・情報共有 

 （アンケート調査、事例紹介等講習会の開催） 

・検討会の開催 

・策定した構想の普及啓発 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

18,000(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0 千円) 

基金 国（Ａ） 12,000(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

6,000(千円) 

 

民 12,000(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 18,000(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0 千円) 

 

その他（Ｃ） 0 千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 18,000 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【No.３】がん診療施設設備整備事業 【総事業費】 

129,600 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

柳井地域、宇部・小野田地域、長門地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 外来がん患者数：増加させる 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 がん診療施設として必要ながんの医療機器及び臨床検査機器等の備品

の設置に対する支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

129,600(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 28,800(千円) 

基金 国（Ａ） 28,800(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

14,400(千円) 

 

民

  

0(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 43,200(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 86,400(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 43,200 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.４】在宅医療提供体制構築事業 【総事業費】 

19,467 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（医療機関委託） 

事業の目標 ・在宅療養支援診療所数：１５５診療所(H27.３) → 増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 地域における在宅医療に取り組む医療機関の拡大、提供体制の構築を

図るため、地域の病院等が主体となり、かかりつけ医等が行う訪問診療・

往診の促進・支援を行う。 

【実施内容】 

・訪問診療を行う医療機関等による連携体制の構築 

 （医療機関等を構成員とする協議会の開催） 

・医師等に対する在宅医療に関する研修の実施 

 （在宅医療導入研修、急変時入院受入の理解促進研修の実施等） 

・新しく在宅医療を実施する医師等に対する支援体制の構築 

 （在宅医療に関するノウハウ等の相談窓口の設置） 

・地域住民への在宅医療の普及啓発 

 （在宅医療に関する住民説明会等の実施） 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

19,467(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 2,884(千円) 

基金 国（Ａ） 12,978(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

6,489(千円) 

 

民 10,094(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 19,467(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

10,094(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 19,467 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.５】在宅医療推進事業 【総事業費】 

1,084 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ・在宅療養支援診療所数：１５５診療所(H27.３) → 増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 本県における在宅医療を取り巻く現状把握、課題の抽出を行うととも

に、今後の在宅医療の在り方等について検討を行うための体制を整備す

る。 

【実施内容】 

・山口県在宅医療推進協議会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,084(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 723(千円) 

基金 国（Ａ） 723(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

361(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 1,084(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 1,084 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.６】看護職員資質向上推進事業 

（訪問看護推進事業） 

【総事業費】 

52,843 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（山口県看護協会委託） 

山口市、医療機関 

事業の目標 ・相互研修参加者数：２１人(H26 年度) → 増加させる 

・新人看護職員研修事業の補助施設数：31 病院(H26 年度)→増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 在宅医療推進の核である訪問看護の推進を目的に、看護師を対象とす

る研修会の開催や、地域における訪問看護の課題等について協議し、安

心・安全な訪問看護の提供を図る。 

あわせて、市の実施する在宅医療推進に係る事業への補助を行う。 

【実施内容】 

・訪問看護推進協議会の設置（山口県看護協会委託） 

・医療機関の看護師と訪問看護ステーションの看護師の相互研修の開 

  催（山口県看護協会委託） 

・訪問看護推進事業費補助（山口市） 

・病院が行う新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修に対する支  

 援 

・新人看護職員研修の企画、運営等を行う者への研修会の開催 

（研修責任者研修、教育担当者研修、実地指導者研修） 

・新人助産師合同研修会の開催 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

52,843(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 11,862(千円) 

基金 国（Ａ） 19,274(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

9,638(千円) 

 

民 7,412(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 28,912(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

3,330(千円) 

 

その他（Ｃ） 23,931(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 28,912 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.７】在宅歯科保健医療推進事業 

（在宅歯科保健医療連携室運営事業） 

【総事業費】 

16,383 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（山口県歯科医師会委託） 

事業の目標 ・在宅療養支援歯科診療所の割合：約 20% → 増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 病院へ通院できない寝たきりの方や介護老人保健施設等に入所する方

等が、歯科医療を受けたいときに受けられる体制を整備し支援すること

で、誤嚥性肺炎の予防や食べる楽しみの享受によるＱＯＬの改善等を図

る。 

【実施内容】 

・二次医療圏単位に在宅歯科医療連携室を設置 

 （歯科診療所の紹介、相談業務、歯科医療機器等の貸出し） 

・県民への在宅歯科医療の普及啓発 

 （圏域ごとに在宅歯科に係る研修会等を開催） 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

16,383(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 10,922(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

5,461(千円) 

 

民 10,922(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 16,383(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

10,922(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 16,383 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.８】在宅歯科保健医療推進事業 

（歯科衛生士養成支援事業） 

【総事業費】 

900 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（山口県歯科医師会委託） 

事業の目標 ・専門的技術と知識を備えた歯科衛生士数：増加させる（50 人増） 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 高齢化の進展や歯科医療の高度化に対応し得る人材を養成するため、

歯科衛生士を対象とした研修会を実施する。 

【実施内容】 

・認知症患者等に対する歯科医療従事者養成 

 （研修会の実施、認知症マニュアルの活用） 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

900(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 600(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

300(千円) 

 

民 600(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 900(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

600(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 900 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.９】在宅歯科保健医療推進事業 

（歯科技工士養成支援事業） 

【総事業費】 

900 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（山口県歯科技工士会委託） 

事業の目標 ・歯科技工士の人材確保（50 人増）・養成の推進 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 歯科技工士の人材確保や人材養成を推進するため、歯科技工士を対象

とした研修会を開催する。 

【実施内容】 

・要介護者用補綴物等の作成に係る歯科技工士養成 

（研修会の実施、先進的な医療技術の習得） 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

900(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 600(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

300(千円) 

 

民 600(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 900(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

600(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 900 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１０】歯科口腔保健推進事業 

（歯科保健医療体制基盤整備事業） 

【総事業費】 

4,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

 

事業の実施

主体 

山口県（山口県歯科医師会委託） 

事業の目標 在宅療養者を介護する家族等（在宅介護者）への歯科口腔保健の知識や

技術の指導・普及を行う体制整備（10 箇所） 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 在宅歯科医療を実施している歯科診療所等に対して、在宅で療養する者

（在宅療養者）の口腔ケアに必要な機器等の整備を行い、在宅療養者を

介護する家族等（在宅介護者）への歯科口腔保健の知識や技術の指導・

普及を行う体制の充実を図る。 

【実施内容】 

・知識や技術指導の実施のための医療機器等設備整備 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

4,000(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 1,333(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

667(千円) 

 

民 1,333 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 2,000(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

1,333 (千円) 

 

その他（Ｃ） 2,000(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 2,000 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.１１】薬局における在宅医療推進体制整備促進事業 【総事業費】 

2,577 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（山口県薬剤師会委託） 

事業の目標 ・訪問薬剤管理指導実施薬局の割合：12% → 15% 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 ○地域内の薬局間の連携による訪問薬剤管理指導の連携協力体制の整備

を図る。 

【実施内容】 

協議会の開催、モデル地域での検証 
 

○地域内の医療・衛生材料の円滑供給のための規格等統一及び情報共有

のための仕組み作りを協議し、地域関係者間の連携体制の整備を図る。 

【実施内容】 

協議会の開催、モデル地域での検証 
 

○薬局の資質向上や介護関係者との連携強化により、在宅医療の推進を

図る。 

【実施内容】 

研修会の開催 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,577(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 1,718(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

859(千円) 

 

民 1,718(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 2,577(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 2,577 千円 
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都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.１２】山口県介護施設等整備促進事業 【総事業費】 

749,010 千円 

事業の対象
となる医療
介護総合確
保区域 

柳井圏域、周南圏域、下関圏域、長門圏域 

事業の実施
主体 山口県 

事業の目標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等を支

援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 

 

・地域密着型介護老人福祉施設 7,353 床(147 カ所) → 7,439 床(150 カ所) 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 13 人/月分(4 ｶ所)→91 人/月(7 ｶ所) 

・認知症高齢者グループホーム 2,589 床(187 カ所) → 2,643 床(191 カ所) 

・小規模多機能型居宅介護事業所 1,034 人/月分(77 ｶ所) →1,350 人/月（78 ｶ所） 

 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム    86 床（4カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所    71 人/月分（1カ所） 

 認知症高齢者グループホーム     54 床（4カ所） 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 30 人/月分（3ヵ所） 

 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

  

事業に要す

る費用の額 
事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

基金 その他 
（Ｃ） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

0 

(千円) 

362,820 

(千円) 

181,410 

(千円) 

0 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

0 

(千円) 

136,520 

(千円) 

68,260 

(千円) 

 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 
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④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

0 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

499,340 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

249,670 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

749,010 

その他（Ｃ） 
(千円) 

0 

備考  

 

 

  



36 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１３】地域医療支援センター運営事業 【総事業費】 

25,103 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ・医師修学資金返還免除勤務医師の配置件数：29 件 → 増加させる 

              

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 県内の医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア形成支援と

医師不足病院の医師確保支援等を一体的に行う「地域医療支援センター」

を設置・運営することにより、本県の医師不足の解消を図る。 

【実施内容】 

 ・地域医療支援センター専従職員の人件費補助 

 ・過疎地域病院等を連携施設とする総合診療専門医の研修プログラム  

  を作成する経費を補助 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

25,103(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 7,836(千円) 

基金 国（Ａ） 7,836(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

3,917(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 11,753(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 13,350(千円) 

 

備考 平成２７年度基金所要見込額 11,753 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１４】医師確保対策強化事業 

（医師修学資金貸付事業） 

【総事業費】 

102,600 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ・貸付けを受けた医学生の勤務開始数：15 人 → 増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 将来、県内の公的医療機関等で診療に従事しようとする医学生に修学

資金の貸付けを行う。 

【実施内容】 

 ・特定診療科（小児科、産婦人科等）で診療に従事しようとする医学

生への貸付け 

 ・医学部定員増に係る入学枠の医学生への貸付け 

 ・県内から県外大学に進学した医学生への貸付け 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

102,600(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 68,400(千円) 

基金 国（Ａ） 68,400(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

34,200(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 102,600(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 102,600 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１５】医師確保対策強化事業 

（研修医研修資金貸付事業） 

【総事業費】 

12,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ・研修資金の貸付けを受けた研修医の数：10 人 → 増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 県内の公的医療機関等において特定診療科（小児科、産婦人科等）の

専門医研修を行っている医師で、将来、県内の公的医療機関等で、引き

続き医療に従事しようとする者に、研修資金の貸付けを行う。 

【実施内容】 

 ・研修資金の貸付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

12,000(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 8,000(千円) 

基金 国（Ａ） 8,000(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

4,000(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 12,000(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 12,000 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１６】医師確保対策強化事業 

（ドクタープール事業） 

【総事業費】 

243 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ・ドクタープール事業により採用した医師数：１人 → 増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 県外医師等を県職員として採用の上、医師確保が困難な公的医療機関

等に派遣する。 

【実施内容】 

 ・へき地等での診療従事を希望する県外医師等の短期研修の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

243(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 162(千円) 

基金 国（Ａ） 162(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

81(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 243(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 243 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１７】医師就業環境整備総合対策事業 

（産科医等確保支援事業） 

【総事業費】 

103,545 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 ・手当を支給した医療機数：35 病院 → 増加させる 

・産婦人科医数の水準：維持する 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 過酷な勤務環境にある病院勤務医の離職防止を図るため、病院勤務医

に手当等を支給する医療機関に支援を行う。 

【実施内容】 

・産科医等の処遇改善を図るため、分娩手当を支給する分娩取扱医療 

機関に対する補助を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

103,545(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 7,726(千円) 

基金 国（Ａ） 23,010(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

11,505(千円) 

 

民 15,284(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 34,515(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 69,030(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 34,515 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１８】医師就業環境整備総合対策事業 

（産科医等育成支援事業） 

【総事業費】 

300 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 ・手当を支給した医療機関数、産婦人科医数：なし → 増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 過酷な勤務環境にある病院勤務医の離職防止を図るため、病院勤務医

に手当等を支給する医療機関に支援を行う。 

【実施内容】 

・臨床研修終了後の後期研修で産科を選択する者の処遇改善を図るた 

め、研修医手当を支給する医療機関に対する補助を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

300(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 66(千円) 

基金 国（Ａ） 66(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

34(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 100(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 200(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 100 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１９】医師就業環境整備総合対策事業 

（新生児医療担当医確保支援事業） 

【総事業費】 

750 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 ・手当を支給した医療機関数：１病院 → 増加させる 

・小児科医数の水準の維持 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 過酷な勤務環境にある病院勤務医の離職防止を図るため、病院勤務医

に手当等を支給する医療機関に支援を行う。 

【実施内容】 

・新生児医療担当医の処遇改善を図るため、出生後ＮＩＣＵへ入室す 

る新生児を担当する医師へ手当を支給する医療機関に対する補助を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

750(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 166(千円) 

基金 国（Ａ） 166(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

84(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 250(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 500(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 250 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２０】県立病院機構補助金 

（新生児医療業務手当） 

【総事業費】 

1,500 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山口・防府地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 ・小児科医数の水準の維持 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 過酷な勤務環境にある病院勤務医の離職防止を図るため、病院勤務医

に手当等を支給する医療機関に支援を行う。 

【実施内容】 

・新生児医療担当医の処遇改善を図るため、出生後ＮＩＣＵへ入室す 

る新生児を担当する医師へ手当を支給する医療機関に対する補助を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,500(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 333(千円) 

基金 国（Ａ） 333(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

167(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 500(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 1,000(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 500 千円 

 



44 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２１】県立病院機構補助金 

（分娩手当） 

【総事業費】 

7,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

山口・防府地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 ・産婦人科医数の水準の維持 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 過酷な勤務環境にある病院勤務医の離職防止を図るため、病院勤務医

に手当等を支給する医療機関に支援を行う。 

【実施内容】 

・産科医等の処遇改善を図るため、分娩手当を支給する分娩取扱医療 

機関に対する補助を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

7,000(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 1,555(千円) 

基金 国（Ａ） 1,555(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

778(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 2,333(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 4,667(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 2,333 千円 

 



45 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２２】小児医療対策事業 

（小児救急地域医師研修事業） 

【総事業費】 

1,594 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（山口県医師会委託） 

事業の目標 ・研修会に参加した医師数：376 名(H26 年度) → 400 名(H27 年度) 

・研修会に参加した医師のうち、小児医療の一翼を担った医師数 

→ 4 名(H27 年度) 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 地域住民に対する安心、安全な小児初期医療提供体制の確保を図るた

め、小児科を専門としない医師（主に内科、外科）が小児医療分野の一

翼を担えるようにするための研修等を実施する。 

【実施内容】 

・小児科を専門としない医師を対象に、小児患者と最初に接する場合 

に必要なプライマリ・ケアの技能を修得させるための研修及び小児 

科医の技能を向上させるための研修 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,594(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 1,063(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

531(千円) 

 

民 1,063(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 1,594(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

1,063(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 1,594 千円 

 



46 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２３】がん医療体制整備事業 

（がん医療人材育成事業） 

【総事業費】 

2,514 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

医療機関（がん診療連携拠点病院等） 

事業の目標 ・がん専門医数（放射線、薬物療法、緩和医療）：16 名 → 増加させる 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 がん診療連携拠点病院等の整備指針の改定を踏まえ、がん医療の質の

向上に向けて、がん専門医の育成を推進する。 

【実施内容】 

 ・がん治療等に係る各学会が認定する専門医等の資格取得を目指す

医師の資格審査に必要な経費の一部を支援 

   支援対象：がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院等 

   支援経費：学会資格取得に係る旅費、受験料 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,514 千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 838(千円) 

基金 国（Ａ） 838 千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

419(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 1,257(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 1,257(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 1,257 千円 

 



47 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２４】医師就業環境整備総合対策事業 

（女性医師保育等支援事業） 

【総事業費】 

3,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（県医師会委託） 

事業の目標 ・相談件数：100 件 → 増加させる 

・女性医師数の水準の維持 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 出産・育児等に伴う女性医師の離職防止を図るため、仕事と家庭の両

立に関する相談窓口を設置する。 

【実施内容】 

 ・女性医師保育相談員（相談窓口）の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,000(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 2,000(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,000(千円) 

 

民 2,000(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 3,000(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

2,000(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 3,000 千円 

 



48 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２５】医師就業環境整備総合対策事業 

（女性医師就労環境改善事業） 

【総事業費】 

9,936 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 ・取組を行った病院数：３病院 → 増加させる。 

・女性医師数の水準の維持 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 出産・育児等に伴う女性医師の離職防止を図るため、仕事と家庭の両

立ができる働きやすい職場環境整備等の取組を行う医療機関に支援を行

う。 

【実施内容】 

・女性医師等の復職研修や、仕事と家庭の両立ができる職場環境整備 

を行う医療機関に対する補助 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

9,936(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 799(千円) 

基金 国（Ａ） 3,312(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,656(千円) 

 

民 2,513(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 4,968(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 4,968(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 4,968 千円 

 



49 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２６】医師就業環境整備総合対策事業 

（女性医師キャリアアップ支援事業） 

【総事業費】 

15,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（山口大学医学部附属病院委託） 

事業の目標 ・相談件数、女性医師数の水準の維持 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 出産・育児等を終えた女性医師の常勤化や復職を支援するため、個別

の研修プログラムの調整や各種制度の情報提供など、女性医師のキャリ

アアップや復職に関する相談窓口を設置する。 

【実施内容】 

・女性医師コーディネーター（相談窓口）を設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

15,000(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 10,000(千円) 

基金 国（Ａ） 10,000(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

5,000(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 15,000(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 15,000 千円 

 



50 

 

   

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２７】看護職員資質向上推進事業 

（実習指導者養成講習会） 

【総事業費】 

2,152 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（山口県看護協会委託） 

事業の目標 ・研修に参加した看護職員数：37 名→40 名 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 看護師学校養成所の実習施設で実習指導者の任にある者、または将来

これらの施設の実習指導者となる予定の者に対して、看護教育における

実習の意義及び実習指導者としての役割を理解し、効果的な実習指導が

できるよう、必要な知識及び技術を修得させるための研修を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,152(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 1,435(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

717(千円) 

 

民 1,435(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 2,152(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 2,152 千円 

 



51 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２８】看護職員確保促進事業 

（看護職員就労定着支援事業） 

【総事業費】 

4,140 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（一部山口県看護協会委託） 

事業の目標 ・研修に参加した病院数：44 病院(H26) → 増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 看護職員の資質向上・確保定着を図るため、病院看護職員が働きやす

い勤務環境を整備するための支援として、勤務環境・教育体制の改善に

関する研修会を行う。 

【実施内容】 

・看護職員就労定着支援研修会（一部山口県看護協会委託） 

・看護師等就業協会員研修会 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

4,140(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 457(千円) 

基金 国（Ａ） 2,760(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,380(千円) 

 

民 2,303(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 4,140(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

2,303(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 4,140 千円 

 



52 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２９】認定看護師育成支援事業 

（認定看護師課程派遣助成事業） 

【総事業費】 

10,500 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 ・県内認定看護師数：195 名（H26）→ 250 名 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 地域の医療提供体制の充実を図るためには、看護師の資質の向上が不

可欠であることから、専門性を有する認定看護師の育成を支援し、看護

サービスの質の向上を図るとともに、看護師の確保・育成を促進する。 

【実施内容】 

・認定看護士養成研修へ看護師を派遣する病院に対する研修費用の

助成 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

10,500(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 5,833(千円) 

基金 国（Ａ） 7,000(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

3,500(千円) 

 

民 1,167(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 10,500(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 10,500 千円 

 



53 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３０】次世代ナース確保促進事業 

（実習指導充実強化事業） 

【総事業費】 

1,557 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ・研修参加者数：87 名 → 増加させる 

・アドバイザー派遣件数：１件 → ３件 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 看護学生の基礎能力の向上を図るとともに、看護職員の確保促進に資

するため、実習病院の実習指導者及び看護師等学校養成所の看護教員の

連携を強化し、看護学生の臨地実習の受入れ体制の充実を図る。 

【実施内容】 

・実習指導者と看護教員の相互研修会の実施 

・実習指導に関するアドバイザーの派遣 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,557(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 1,038(千円) 

基金 国（Ａ） 1,038(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

519(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 1,557(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 1,557 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３１】看護師等養成事業 【総事業費】 

62,532 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

看護師等養成所 

事業の目標 ・補助を行った看護師等養成課程数：14 課程（H26）→ 15 課程 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 医療の高度化及び専門化に対応可能な質の高い看護職員を養成確保す

ることを目的に、看護師等養成所に対して運営費の補助を行う。 

【実施内容】 

・自治体立及び学校教育法に規定する学校以外の看護師等養成所に対 

する運営費補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

62,532(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 4,471(千円) 

基金 国（Ａ） 41,688(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

20,844(千円) 

 

民 37,217(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 62,532(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 62,532 千円 

 



55 

 

  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３２】看護職員確保促進事業 

（ナースセンター事業） 

【総事業費】 

5,705 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（山口県看護協会委託） 

事業の目標 ・離職者等の再就業者数：154(H26 年度) → 増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 看護職員の確保を図るため、公共職業安定所、医療機関等との連携の

下、未就業看護職員の再就業支援等を総合的に実施する。 

【実施内容】 

・ナースセンター運営協議会の設置 

・再就業者（希望者）等が看護技術の習得に必要な演習器材の貸出し 

・就業支援サポーターの設置 

（ナースセンターのサテライト窓口を設置し、地域での相談支援） 

・離職者等の届出サポート 

（看護師等人材確保の促進に関する法律の改正による離職者等の届出

の円滑な実施に向けた病院等と連携した体制の整備支援） 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

5,705(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 3,803(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,902(千円) 

 

民 3,803(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 5,705(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

3,803(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 5,705 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３３】看護職員確保定着施設整備事業 

（看護師等養成所施設整備事業） 

【総事業費】 

387,666 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

看護師等養成所 

事業の目標 看護師等養成所の教育環境改善を図ることにより、質の高い看護師の養

成及び確保を行う 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

事業の内容 看護師等の養成及び確保を図るため、看護師等養成所の新築及び増改

築にかかる工事費に対する補助を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

387,666(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 129,222(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

64,611(千円) 

 

民 129,222(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 193,833(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 193,833(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 10,000 千円 

平成２８年度基金所要見込額 91,916 千円 

平成２９年度基金所要見込額 91,917 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３４】看護職員確保定着施設整備事業 

（看護師等勤務環境改善施設整備事業） 

【総事業費】 

2,700 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 ・補助を行った医療機関数：０(H26) → ２ 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 医療の高度化に対応可能なナースステーションの拡充、処置室及びカ

ンファレンスルーム等の拡張や新設等看護職員が働きやすい合理的な病

棟づくりなど、勤務環境改善整備に係る新築、増改築、改修に要する工

事費に対する補助を行う。 

【実施内容】 

 ・看護師の勤務環境改善整備に係る新築、増改築、改修費用 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,700(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 600(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

300(千円) 

 

民 600(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 900(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 1,800(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 900 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３５】歯科保健技術者教育支援事業 

（実習用歯科診療機器整備事業） 

【総事業費】 

6,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県歯科医師会 

事業の目標 ・専門的技術と知識を備えた歯科衛生士数：増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 高齢化の進展や発展を続ける歯科医学において、臨床の場に十分対応

し得る能力を備えた歯科衛生士を養成するため、県下唯一の歯科衛生士

養成所の実習用歯科診療機器を整備し、県内の歯科保健医療を担う歯科

衛生士の脂質の向上を図る。 

【実施内容】 

・実習用歯科診療機器等の整備 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

6,000(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 1,333(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

667(千円) 

 

民 1,333(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 2,000(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 4,000(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 2,000 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３６】看護師等修学資金貸与事業 【総事業費】 

91,647 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ・新卒者の県内就業率：56.6%(H26.3 卒業生) → 増加させる 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 保健師、助産師、看護師及び准看護師になるための養成施設に在学す

る者で、資格取得後、山口県内の診療施設等において、看護業務に従事

しようとする者に対し、修学資金を貸し付ける。 

【実施内容】 

 ・資格取得後に県内診療施設で看護業務に従事しようとする看護師

等養成施設学生への貸付け 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

91,647(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 61,098(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

30,549(千円) 

 

民 61,098(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 91,647(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 91,647 千円 

 



60 

 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３７】医療勤務環境改善支援事業 

（医療勤務環境改善支援センター運営体制整備事業等） 

【総事業費】 

3,884 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ・勤務環境改善のためのアドバイザーを派遣した医療機関の数：２機関 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 医療機関における勤務環境の改善の促進を支援する拠点となる「医療

勤務環境改善支援センター」を設置し、関係機関と連携して、勤務環境

改善に取り組む医療機関を支援する。 

【実施内容】 

 ・関係団体と連携を確保するための運営協議会の開催 

 ・医療機関が行う勤務環境改善のためのアドバイザーの派遣 

 ・医療機関からの相談窓口の確保 

 ・勤務環境改善についての理解を深めるための研修の開催 

  

 

 

 

  

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,884(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 2,589(千円) 

基金 国（Ａ） 2,589(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,295(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 3,884(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 3,884 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３８】看護職員確保定着施設整備事業 

（病院内保育所施設整備事業） 

【総事業費】 

10,461 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 補助を行った医療機関数：０(H26) → １ 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 病院内に設置される保育所に係る新築、増改築、改修に要する工事費

に対する補助を行う。 

【実施内容】 

 ・病院内保育所の新築、増改築、改修の費用補助 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

10,461(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

基金 国（Ａ） 2,301(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,151(千円) 

 

民 2,301(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 3,452(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 7,009(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 3,452 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３９】医療勤務環境改善支援事業 

（病院職員子育てサポート事業） 

【総事業費】 

241,705 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 病院内保育所を設置する医療機関数：42 か所 → 維持する 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 病院職員（医師、看護師等）確保のため、病院内保育所の設置者に対

し、運営費の補助を行い、病院職員の離職防止及び再就業支援を図る。 

【実施内容】 

 ・病院内保育所の運営費補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

241,705(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 14,794(千円) 

基金 国（Ａ） 101,585(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

50,792(千円) 

 

民 86,791(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 152,377(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 89,328(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 152,377 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４０】医療就業環境整備総合対策事業 

（医師事務作業補助者配置支援事業） 

【総事業費】 

42,620 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

宇部・小野田地域 

事業の実施

主体 

山口大学医学部附属病院 

事業の目標 配置した医師事務作業補助者数：７人 → 増加させる 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 過酷な勤務環境にある医師の事務負担を軽減することにより、本来の

医療業務に専念させ、もって患者への医療サービスの向上を図る。 

【実施内容】 

・診療報酬上、医師事務作業補助体制加算の対象となっていない特定 

機能病院（山口大学医学部附属病院）を対象に、医師の指示の下に、 

診断書などの文書作成補助、診療記録への代行入力、医療の質の向 

上に資する事務作業（診療に関するデータ整理等）、行政上の業務（救 

急医療情報システムへの入力等）を行う、医師事務作業補助者の雇 

用経費の一部を補助する。 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

42,620(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 14,208(千円) 

基金 国（Ａ） 14,208(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

7,102(千円) 

 

民 0(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 21,310(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 21,310(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 21,310 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４１】小児医療対策事業 

（小児救急医療電話相談事業） 

【総事業費】 

20,708 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県（山口県医師会、民間業者委託） 

事業の目標 相談件数：5,845 件(H25 年度) → 10,000 件(H29 年度) 

 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 小児の保護者の育児不安の軽減と小児患者の救急医療機関等の適切な

受診行動を促進し、小児救急医療体制のさらなる充実を図るため、夜間

及び深夜において、小児の病気やけがに関する電話相談窓口を設け、応

急処置や医療機関受診の要否等の助言を行う。 

【実施内容】 

・夜間帯（19 時～23 時）の相談窓口 

（県医師会委託） 

 ・深夜帯（23 時～翌 8 時）の相談窓口 

（電話相談対応の実績のある民間業者委託） 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

20,708(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 172(千円) 

基金 国（Ａ） 13,806(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

6,902(千円) 

 

民 13,634(千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 20,708(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

13,634(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考 平成２７年度基金所要見込額 20,708 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業 

事業名 【No.４２】介護人材確保推進協議会運営費 【総事業費】 

1,500 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ①介護人材確保推進のための課題及び解決策の検討、次年度県計画への反映 

関係機関の連携体制の構築 

②平成２８年度からの認証評価制度の実施（試行） 

事業の期間 平成２７年７月１０日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①介護従事者の確保・定着に向けた総合的な取組を実施するため行政や職能

団体、事業者団体等からなる「山口県介護人材確保推進協議会」を設置する。 

②「山口県介護人材確保推進協議会」の下に、関係者による検討会を設置し、

認証評価制度の円滑な導入に向けた調査、検討、制度設計等を行う。 

 

 

 

事業に要す 

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 1,500(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 1,000(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 1,000(千円) 民 0(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 500(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 1,500(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業 

若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体

験事業 

事業名 【No.４３】介護人材確保総合対策事業 

（①介護の魅力発信・ＰＲ事業、②介護職員活躍支援事業、 

③介護への理解促進事業、④職場体験） 

【総事業費】 

8,848 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県、介護福祉士養成施設等 

 

事業の目標 ①介護ＰＲリーフレット配布部数（小学校高学年、中学、高校）98,000 部 

②介護職員合同入職式参加数 70 人、介護職員応援表彰受賞者 8名程度 

③年間訪問校数 48 校、理解促進セミナー開催数５回 

④職場体験事業受入延べ日数１８０日 

介護分野のイメージアップや社会的評価の向上、理解促進が図られる 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 将来的に不足が見込まれる介護人材を確保するため、介護分野のイメージ 

アップや社会的評価の向上を図るとともに、介護に対する理解を促進する。 

【実施内容】 

①介護啓発ＣＭや学生配布用リーフレット作成、ＳＮＳを活用した情報発信

＜県社会福祉協議会（県福祉人材センター）へ委託＞ 

②介護職員合同入職式の実施、若年介護職員を対象とした表彰制度の創設 

③学校を訪問し、出前講座を実施／地域住民向け理解促進セミナー開催 

＜県社会福祉協議会（県福祉人材センター）へ委託／介護福祉士養成施設

等へ補助＞ 

④小中学生・高校生やその保護者、教員等を対象として行う職場体験事業 

＜県社会福祉協議会へ委託＞ 

 

事業に要す 

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 8,848(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 2,009(千円) 

基
金 

国（Ａ） 5,899(千円) 民 3,890(千円) 

都道府県（Ｂ） 2,949(千円) うち受託事業等

（再掲） 

2,556(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 8,848(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 

事業名 【No.４４】地域包括ケアシステム構築推進事業 

（生活援助等人材育成研修） 

【総事業費】 

3,630 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

 

事業の目標 生活援助等人材育成研修修了者２００名程度 

移動支援等人材育成研修修了者１５０名程度 

必要な生活支援サービスの確保が図られる 

事業の期間 平成２７年７月１０日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 一定程度専門的な生活支援サービスや市町をまたぐ広域的な活動の場合 

など、単独の市町では養成困難な生活支援の担い手の養成を行う。 

【実施内容】 

(生活援助等人材育成研修) 

・生活援助に関わる必要な知識の習得（旧訪問介護員養成研修３級程度の

人材を養成）のための研修を実施  

＜県ホームヘルパー連絡協議会へ委託＞ 

（移動支援等人材育成研修） 

 ・移動支援、福祉用具等に関わる知識・技能の習得のための研修を実施 

  ＜県理学療法士会へ委託＞ 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 3,630(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 2,420(千円) 民 2,420(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 1,210(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

2,420(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 3,630(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護福祉士養成課程に係る介護実習支援事業 

事業名 【No.４５】介護人材確保総合対策事業（介護実習受入支援事

業） 

【総事業費】 

6,432 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

介護実習受入施設・事業所 

 

事業の目標 経費補助を行った介護施設・事業所数７１施設 

受入施設の負担軽減により、実習の質を充実させるとともに、受入先を拡大

し、学生の実習先の選択肢を広げることで、介護福祉士の確保が図られる 

事業の期間 平成２７年７月１０日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護実習受入施設・事業所に対し、実習受入対応のために雇用する臨時職員

経費の半額を補助する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 6,432(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 4,288(千円) 民 4,288(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 2,144(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 6,432(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.４６】介護人材研修支援事業（介護職員初任者研修支援

事業） 

【総事業費】 

2,320 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

 

事業の目標 受講料助成による「介護職員初任者研修」修了者数４５人 

他業種からの再就業・定着促進が図られる 

事業の期間 平成２７年７月１０日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護事業所が、所属する初任段階の介護職員（介護関係の資格を有しない 

中途採用者）を「介護職員初任者研修」に受講させるために負担する受講料

等を助成する。 

＜県社会福祉協議会へ委託＞ 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2,320(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 1,547(千円) 民 1,547(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 773(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

1,547(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 2,320(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能 

強化事業 

事業名 【No.４７】介護人材確保総合対策事業 

（人材確保アドバイザー派遣事業） 

【総事業費】 

9,660 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

 

事業の目標 施設訪問延べ数２４０施設 

入職後のフォローアップと事業所の職場環境改善を通じ、介護職員の離職防

止、職場定着が図られる 

事業の期間 平成２７年７月１０日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 県社会福祉協議会（県福祉人材センター）に人材確保アドバイザーを配置し、

現場訪問等により、職員のフォローアップと事業所の職場環境改善の両面か

ら支援し、介護職員の離職防止、職場定着を図る。 

＜県社会福祉協議会（県福祉人材センター）へ委託＞ 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 9,660(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 6,440(千円) 民 6,440(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 3,220(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

6,440(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 9,660(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.４８】介護人材確保総合対策事業 

（キャリアアップ支援事業） 

【総事業費】 

5,464 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

介護福祉士養成施設、県社会福祉士会、県介護福祉士会 

 

事業の目標 研修参加延べ人数２，０００名 

介護技術等の向上により介護職員の資質向上が図られる 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護福祉士養成施設や関係団体の教員等が介護施設・事業所の要望に応じ訪

問し、施設の実情にあわせたオーダーメイド型の介護関係等の研修を行う。 

＜介護福祉士養成施設、県社会福祉士会、県介護福祉士会へ補助＞ 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 5,464(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 3,643(千円) 民 3,643(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 1,821(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 5,464(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.４９】介護人材研修支援事業 

（①介護職員等医療的ケア研修事業、②小規模介護事業所

職員研修事業、③アセッサー講習受講支援事業） 

【総事業費】 

9,937 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ①研修修了者数１６０名 

②研修参加人数７０名 

③受講支援人数８０名 

介護職員の資質向上と介護事業所におけるＯＪＴの推進が図られる。 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①痰の吸引等の「医療的ケア」を必要とする高齢者に対し、必要なケアをよ

り安全に提供できる介護職員等を養成する。 

＜県社会福祉協議会（県福祉研修センター）へ委託＞ 

②ＯＪＴによる人材育成が困難な小規模事業者の介護職員等に対する介護

技術の再確認等のための研修を実施する。＜県ひとづくり財団へ委託＞ 

③介護事業所が、介護プロフェッショナルキャリア段位制度に関し、所属す

る職員をシルバーサービス振興会が実施するアセッサー講習に受講させる

ために負担する受講料に対し支援を実施する。＜県社会福祉協議会へ委託＞ 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 9,937(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 6,625(千円) 民 6,625(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 3,312(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

6,625(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 9,937(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  



73 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

        （介護支援専門員資質向上事業） 

事業名 【No.５０】介護支援専門員養成事業 【総事業費】 

5,589 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県、県介護支援専門員協会、県社会福祉協議会 

 

事業の目標 各種研修の実施により、介護支援専門員の資質が向上する 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①介護保険制度において、高齢者の尊厳を保持し、自立支援に資するサービ

ス提供を行うためのケアプラン作成業務を担う介護支援専門員を対象とし

た法定研修の実施に要する経費を支援する。 

【実施内容】 

・介護支援専門員実務従事者基礎研修（法定研修）の実施 

＜県介護支援専門員協会へ補助＞ 

・介護支援専門員専門研修（法定研修）の実施 

・介護支援専門員更新研修（法定研修）の実施 

＜県社会福祉協議会（県福祉研修センター）へ補助＞ 

②現任介護支援専門員に対し、医療ニーズの知識及び支援法についての研修 

を実施する＜県介護支援専門員協会へ委託＞ 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 5,589(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 481(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 3,726(千円) 民 3,245(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 1,863(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

400(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 5,589(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  



74 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.５１】介護人材研修支援事業 

（働きやすい介護職場づくり支援事業） 

【総事業費】 

13,706 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

介護事業所 

事業の目標 代替職員の雇用による研修機会の確保：５０施設 

介護職員の資質向上と定着促進が図られる 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護職員のキャリア形成に取り組む介護事業所を対象として、事業所の職員

の研修期間における、代替職員の雇用に係る経費を補助する（経費の 1/2）。 

＜介護事業所へ補助＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 13,706(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 4,568(千円) 民 4,568(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 2,285(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 6,853(千円) 

 

その他（Ｃ） 6,853(千円) 

 

備考  



75 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在有資格者の再就業促進 

（小項目）潜在有資格者の再就業促進事業 

事業名 【No.５２】介護人材確保総合対策事業 

（潜在的有資格者再就業支援事業） 

【総事業費】 

2,013 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 研修参加人数３０人 

潜在介護福祉士の再就業が図られる 

事業の期間 平成２７年７月１０日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 潜在介護福祉士に対する円滑な再就業のための支援を行う。 

＜県介護福祉士会へ委託＞ 

【実施内容】 

・潜在介護福祉士の再就業が円滑に進むよう、介護の知識や技術等を再修得 

 するための研修の実施 

・再就業への不安感を払拭すること等を目的とした相談・職場体験等の実施 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2,013(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 1,342(千円) 民 1,342(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 671(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

1,342(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 2,013(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  



76 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.５３】認知症高齢者総合支援推進事業 

（人材育成） 

【総事業費】 

6,501 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者数：３００名 

認知症サポート医養成研修修了者数：２０名 

認知症高齢者に対する介護サービスの質の向上が図られる 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

【事業内容】 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修＜県医師会へ委託＞ 

・認知症サポート医養成研修＜国立長寿医療研究センターへ委託＞ 

・認知症サポート医フォローアップ研修＜県医師会へ委託＞ 

・認知症初期集中支援チーム員研修＜国立長寿医療研究センターへ委託＞ 

・認知症介護指導者フォローアップ研修 

＜認知症介護研究・研修仙台センターへ委託＞ 

・認知症地域支援推進員研修への支援実施 

・認知症対応型サービス事業開設者等研修＜県社会福祉協議会へ委託＞ 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 6,501(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 1,392(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 4,334(千円) 民 2,942(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 2,167(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

2,942(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 6,501(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  



77 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

介護予防の推進に資するＯＴ、ＰＴ、ＳＴ指導者育成事業 

事業名 【No.５４】地域包括ケアシステム構築推進事業 

（①地域包括ケア人材バンク事業、②医療介護連携推進事

業、③生活支援コーディネーター養成研修事業、④介護予

防の推進に資するＰＴ、ＯＴ、ＳＴ指導者育成事業） 

【総事業費】 

11,509 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ①地域課題解決を目的とする地域ケア会議：平成 29 年度までに全市町開催 

②地域包括支援センター職員等のスキルアップ・調整能力の向上 

③生活支援コーディネーターを年間 20 名程度養成 

④研修参加人数３００名程度 

地域包括ケアシステムの構成要素である生活支援の担い手や介護予防の推

進に資する指導者となる人材育成と、それを全体で調整する地域包括支援セ

ンター職員の資質向上が図られる 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①地域包括ケア人材バンク事業＜県社会福祉士会へ委託＞ 

専門職や学識経験者等を地域ケア会議等に必要に応じ派遣する。 

②医療介護連携推進事業 

 地域包括支援センター職員等のスキルアップ・調整能力の向上を目的とし

た研修を実施する。 

③生活支援コーディネーター養成研修事業 

④介護予防の推進に資するリハビリ専門職の指導者養成研修の実施、冊子等

の作成（指導者養成教材として、市町・地域包括支援センターや高齢者の

通いの場等での介護予防の取組において活用）＜県理学療法士会へ委託＞ 

事業に要す 

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 11,509(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 1,062(千円) 

基
金 

国（Ａ） 7,672(千円) 民 6,610(千円) 

都道府県（Ｂ） 3,837(千円) うち受託事業等

（再掲） 

6,610(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 11,509(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考  



78 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.５５】共生のまちづくり推進事業（権利擁護体制の推進） 

 

【総事業費】 

1,650 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 権利擁護人材確保推進のための取組の検討、関係機関の連携体制の構築 

権利擁護活動を安定的、適正に実施するための連携体制の構築が図られる 

事業の期間 平成２７年７月１０日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 市町による市民後見人等の権利擁護人材の養成・活用を円滑に進めるため、

関係機関で構成する「権利擁護人材育成協議会（仮称）」を設置し、県内の

体制整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 1,650(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 1,100(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 1,100(千円) 民 0(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 550(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 1,650(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  



79 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化／勤務環境改善支援 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー・メンター制度等導入支援事業 

     管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.５６】介護人材研修支援事業 

 

【総事業費】 

909 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、 

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施

主体 

山口県 

事業の目標 ①研修参加者数：３０名程度 

②研修参加者数：１２０名程度 

新人職員育成制度の構築や雇用管理改善の取組を通じ、早期離職防止と定着

促進による介護サービスの向上が図られる 

事業の期間 平成２７年７月１０日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 ①新人職員に対する定着支援のためのエルダー、メンター制度などを整備し

ようとする意欲のある介護事業者に対し、制度構築の促進に向けたセミナー

を開催する。＜介護労働安定センター（山口県支部）へ委託＞ 

②管理者・介護職員に対し、労働関係法規、人事制度・賃金体系などの雇用

管理改善の促進に向けたセミナーを開催する。 

＜介護労働安定センター（山口県支部）へ委託＞ 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 909(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 0(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 606(千円) 民 606(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 303(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

606(千円) 計（Ａ＋Ｂ） 909(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考  

 

 

 


